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1 美里バス利用者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1.美里バス利用者数の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2.令和 5 年度の美里バス月別利用者数 
 
  

●美里バスの利用者数は、令和 1 年度の 192.3 人/月をピークに、コロナ禍により大きく

減少しました。 

●コロナ禍においては、令和 4 年度までは緩やかに増加形傾向を示していましたが、令和 5

年度からは減少に転じており、令和 6 年度は 4～6 月の 3 か月のデータではありますが、

利用者数が 85 人/月とコロナ禍直後の令和 2 年度 106 人/人を大きく下回っています。 

●令和 5 年度における月別の利用者数をみると、月による変動が大きく、4 月、6 月、9 月、

10 月は 120 人/月を超えているのに対し、7 月、8 月、12 月、1 月は 100 人/月を下

回り、特に 2 月は 55 人/月と年平均 115 人/月の半分と非常に少なくなっています。 
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2 美里バスの運営経費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図-3.美里バスの運営経費の推移 

  

●美里バスの運営経費の推移をみると、運行経費（ランニングコスト）は、導入当初の令和

1 年度は 2,010 万円/年要していましたが、令和 2 年度以降は 1,400 万円～1,500 万

円前後で推移しており安定してきています。 

●導入・更新費等は年度により変動はありますが、全体の運営経費は減少傾向にあります。 
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3 美里町の地域公共交通の抱える課題 

3.1 美里バスに対するアンケート結果 

 

 

●昨年度実施した、まちづくりに関するアンケート調査（町内全戸（4,124 戸）配布、1,234

通回収）において、美里バスに関しても調査を実施しました。 

●回答のあった方の内、美里バスを利用しないと回答した方が全体の 98%を占めておりま

したが、その理由として 9 割以上の方が「現在は自家用車（家族の運転含む）を利用して

いるため」と回答されたことから、現状、移動の不自由を感じている方は限定的な状況で

あると考えられます。（図-4） 

●一方で、10 年後の公共交通の利用意向を尋ねたところ、「公共交通の利用意向なし」の回

答が半減しており、潜在的な地域公共交通へのニーズがあるとともに、将来的な自家用車

の利用中止を検討している方も増加傾向にあるものと思われます。（図-５）その背景には

急速に進行する高齢化があるものと思われます。 

図-4.美里バスの利用状況に関するアンケート結果 

図-5.公共交通の利用意向に関するアンケート結果 
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3.2 人口減少と地域公共交通の再編 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6.美里町の人口推移と予測 

●高齢化の進行とともに、町の生産年齢人口は今後 10 年間で 1,000 人以上減少する見込

みとなっています。（図-６）また、福祉分野においても「移動」が大きな課題となってお

り、今後の移動サービスについて、分野を横断した検討が必要な状況となっています。（参

考資料） 

●地域公共交通の再検討に際しては、利用者増に向けた改良は必要ですが、地域全体の移動

需要と地域全体の供給力を行政関係者、交通事業者、住民、その他の関係者の皆様と一体

となって明らかにし、持続可能性の確保という観点を加え検討を進めていく必要があると

認識しています。 

●それらを踏まえ、地域公共交通計画の策定につなげていきたいと考えています。 

【参考資料】.福祉課の実施した高齢者に関する課題の洗い出し 


